
関西電力株式会社

平成２４年６月１０日

県原子力安全専門委員会からの追加確認事項について

１ 機器の固有周期は、建屋等との連成で変わることはないか

２ 制御棒落下時の抵抗となる浮力や流体抗力、メカニカル抗力と

地震による抗力のそれぞれの寄与はどれくらいなのか

３－１ 岩の物性値の与え方について説明すること

３－２ すべり面の設定の仕方について説明すること

３－３ 岩級の境界部ですべり安全率が小さくなるのではないか

３－４ １・２号機周辺斜面のみ対策を行う理由を説明すること

４ 安全性向上対策計画のうち、平成２４年４月以降に主に完了した

工事はなにか（大飯発電所３・４号機）

資料Ｎｏ．１



１．機器の固有周期は、建屋等との連成で変わることはないか

（回答）

○機器単体で固有周期を算定したものと、建屋等の連成解析で算定したものとでは、値

が異なります。耐震解析では、地震時の揺れの相互作用影響が無視できない（重量、

剛性が近い）場合は、構造物を連成させた解析モデルにより、固有周期を算定します。

○下図では、固有周期を連成・単体のどちらで評価しているかを追記しています。

［ 固有周期の概念］

質点A
剛性A

質点B
剛性B

質点B
剛性B

解析モデル

解析モデル

固有振動形

固有振動形

固有周期
T 2 秒

【構造物Aと構造物Bの連成振動】

【構造物Bの単体振動】

連成振動時の固有周期（1次）T 1
秒 は、構造物Bの単体振動時の
固有周期（1次）T 2秒と異なる。

固有周期
T １ 秒
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FO-A～FO-B断層と熊川断層の連動を仮定した地震動評価結果
および大飯３号機主要施設の固有周期について（水平方向）

凡 例
建屋のNS方向 建屋のEW方向

①：炉内構造物
②：制御棒挿入性（燃料集合体）
③：余熱除去ポンプ
④：余熱除去配管
⑤：原子炉容器

⑥：一次冷却材管
⑦：蒸気発生器
⑧：原子炉格納容器
（原子炉建屋に含む）
⑨：原子炉建屋
⑩：原子炉補助建屋

R(1)～R(9)：断層の連動を仮定した地震動
Ss ： 応答スペクトル法による基準地震動

R(1)

R(2)

R(3)
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R(7)

R(8)

R(9)

Ss

R(1)

R(2)

R(3)

R(4)

R(5)

R(6)

R(7)

R(8)

R(9)

Ss

青 ： 一次冷却材管と蒸気発生器等を連成
緑 ： 原子炉容器と炉内構造物等を連成
橙 ： 機器単体で評価
黒 ： 原子炉建屋および原子炉補助建屋は、機器重量を考慮した解析モデルを
用いている。また、原子炉建屋（原子炉格納容器を含む）の解析モデルでは
一次冷却設備を組み込んでいる。
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3号炉4号炉 3号炉4号炉

資料Ｎｏ．１－１ 「断層の連動を仮定した地震動および主要施設の固有周期
について」 に用いた地震動の方向変換について（１）

資料Ｎｏ．１－１ 「断層の連動を仮定した地震動および主要施設の固有周期
について」 に用いた地震動の方向変換について（１）

［プラント配置図］

PN

真北

約40°

［ある時刻の地震動の方向変換概念図］

合成
ベク
トル

① 断層モデルによる地震動評価は、地球の真北を基準とし、そのＮＳ・ＥＷ方向で地震動を設定している。
（＝地球のNS方向／地球のEW方向）

②一方、主要施設の評価では、建屋の設置方向を考慮して建屋の揺れを算出するため、建屋の北（ＰＮ）を基準と
し、もとになる地震動を真北→ＰＮへ方向変換（上図右側）して使用する。（＝建屋のNS方向／建屋のEW方向）

以上より、方向変換したスペクトル形状は変わるが、概念図に示すとおり、もとになる地震動の大きさ（概念図に
示す合成ベクトル）は変わらず、①、②は同じ地震動を表わしている。

建屋のNS方向

地球のEW方向

建屋のEW方向

地球のNS方向

約40°

：原子炉補助建屋

：原子炉建屋

PNPN

２



大飯発電所　NS方向
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大飯発電所　EW方向
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大飯発電所  EW
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方向変換前の地震動（地球のEW方向） 方向変換後の地震動（建屋のEW方向）

方向変換前
（地球のNS／EW）

方向変換後
（建屋のNS／EW）
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方向変換前の地震動（地球のNS方向） 方向変換後の地震動（建屋のNS方向）

最大応答加速度

2760ガル
（1.38倍）

最大応答加速度

2190ガル
（1.10倍）

R(3)地震動
624ガル

最大応答加速度

2680ガル（1.34倍）

主要施設の固有周期
における応答加速度
2600ガル（1.30倍）

最大応答加速度
2910ガル（1.46倍）

主要施設の固有周期
における応答加速度

2730ガル（1.37倍）
R(8)地震動

533ガル

R(3)地震動
701ガル

R(1)地震動
759ガル

R(3)地震動
520ガル

R(8)地震動
705ガル

R(3)地震動
703ガル

R(1)地震動
596ガル

資料Ｎｏ．１－１ 「断層の連動を仮定した地震動および主要施設の固有周期
について」 に用いた地震動の方向変換について（２）

資料Ｎｏ．１－１ 「断層の連動を仮定した地震動および主要施設の固有周期
について」 に用いた地震動の方向変換について（２）

○方向変換後における断層の連動を仮定した地震動（R(1)～R(9)）の基準地震動（Ss）に対する最大比率は、以下のとおり。
・ 主要機器の固有周期において、NS方向1.37倍、EW方向1.30倍
・ 断層の連動を仮定した地震動の最大値において、NS方向1.46倍、EW方向1.34倍

○ これらは、大飯３・４号機ストレステスト1次評価で確認したクリフエッジ（基準地震動の1.8倍）を下回っていることから、仮に
連動を伴う地震が発生した場合でも、原子炉の安全を確保するために必要な機器の耐震性は問題ないことを確認した。

○制御棒挿入性についても、基準地震動の詳細評価による耐震裕度（2.39倍）が十分に大きく、問題ないことを確認した。

３



1.4

1.0

5.2

3.4

寄与比 ※

Ｆｖ（地震外力による抗力）

Ｆｕ（浮力による抗力）

Ｆｍ（メカニカル抗力）

Ｆｆ（流体による抗力）

抗力の種類

（回答）
○ 下記運動方程式の抗力 Ｆｆ ，Ｆｍ ，Ｆｕ ，Ｆｖ の寄与について

検討する。

※上図にて８５％挿入位置までの各抗力の積分値を求め、Fuを1.0としたときの比率

○ 中図及び下図のとおり、自重と合計抗力とのバランスで制御

棒の落下速度が決まり、初期は自重が優位で速度が上昇、
その後、重力と合計抗力がつりあうと等速度となり、地震で
抗力が優位になると減速する。85％挿入付近で、制御棒案
内シンブルの絞り部の効果で減速し、その後全挿入となる。

{ }Vumf FFFFgM
dt

xdM +++−⋅=⋅ 2

2

M ： 制御棒クラスタ質量
x ： 制御棒クラスタ挿入距離
t ： 制御棒クラスタ挿入時間
g  ： 重力加速度
Ff ： 流体による抗力
Fm ： メカニカル抗力
Fu ： 浮力による抗力
Fv ： 地震外力による抗力

運動方程式

・各抗力は実機制御棒挿入実験に基づき設定。

・ また、この運動方程式を用いた評価手法は、

多度津工学試験所の実証試験で検証されて

おり、美浜１号機の耐震バックチェックで適用し、

国の審査においても審査済み。

○ Ss-1地震時の挿入時間（1.88秒）に対する各抗力と挿入距
離との関係を上図に示す。各抗力の寄与比は以下のとおり。

図 抗力と挿入距離、速度と挿入距離との関係
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少しでも挿入さ
れると未臨界
になる。

自重が優位
→ 加速

力がほぼつり合う
→ 等速

地震抗力が増加
→ 減速

FA制御棒案内
シンブルの絞り
→ 減速

４２．制御棒落下時の抵抗となる浮力や流体抗力、メカニカル抗力と地震による

抗力のそれぞれの寄与はどれくらいか。



通常時（加振なし）

○地震動が増加すると、

・ 制御棒挿入速度の初期の立ち上がり傾向は、

ほぼ同じであるが、制御棒挿入速度のピーク値

が低下している。

・ 制御棒挿入速度のピーク値が低下する分、制

御棒挿入時間が増加していく傾向がわかる。

地震動が増加した時の制御棒挿入性への影響について地震動が増加した時の制御棒挿入性への影響について

Ｓｓ地震時

Ｓｓ地震を超える
地震時※

○地震動増加による影響をみるため、Ss地震時
と、Ss地震を超える条件としてSsによる各挿入
経路の地震応答（変位、加速度）を1000/700倍
と仮定した時の制御棒挿入解析を実施した。

○地震動が増加した時の制御棒の挿入速度と挿

入時間の関係が示されている。

概要

考察
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※ Ss地震時の機器応答（変位、
加速度）を1000/700倍と仮定
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大飯３・４号機の地震時の制御棒挿入時間および安全裕度について大飯３・４号機の地震時の制御棒挿入時間および安全裕度について ６

挿
入
時
間

（
秒
）

通常運転時（参考） Ss地震動時
０

１．６５秒

１．８８秒

評価基準値

事故等を想定した安全解析を
踏まえ、燃料健全性の判断基
準に到達する挿入時間 ※１

安
全
裕
度

※２ ＪＥＡＧ４６０１－１９９１の抜粋

この挿入時間については現時点では安全解析評価上の観点から設定

されており、地震時として特別な状態での判断基準は定まったものがな

い。 しかしながら、現行では、この値が一応評価の目安となっている。

万一、地震時にこの値を超える場合は、過渡解析等により、燃料要素

の冷却に関する安全性等を確認できれば、制御棒の地震時動的機能は

維持されたものと判定する。

２．２秒

１１秒

仮に評価基準値を超えた場合、JEAG4601-1991
の規定※２に基づき、燃料要素の冷却に関する
安全性等の確認が必要であるが、原子力安全
委員会で検討されたとおり、制御棒挿入時間
には大きな安全裕度を有している。通常運転時の制限値（設置許可

申請における、事故等を想定した
安全解析の計算条件）を、地震
時の評価の目安として適用

※１ 原子力安全委員会原子炉安全専門審査会の「制御棒挿入に係る
安全余裕検討部会」の検討結果の要点

○設置許可申請時に実施している、事故等を想定した安全解析のうち、

制御棒挿入時間の遅れが安全解析結果に影響するものを選定

○制御棒挿入時間の遅れを増加させた安全解析を実施した結果、４ループ
代表プラントにおいて、判断基準（最小ＤＮＢＲ）に到達する制御棒挿入時
間がもっとも短い事故等は、蒸気発生器伝熱管破損事故であり、判断基
準に到達する時間は１１秒程度



①：地質調査および地盤物性調査

②：すべり面の検討

③：地震応答解析の実施

④：すべり安定性検討

⑤：変位量評価

物性値の設定

すべり面の選定
地震時の地盤内応力算出

安全率が1を下回る場合

周辺斜面安定性評価の流れ周辺斜面安定性評価の流れ

ボーリング調査の例

有限要素

地震動

想定すべり面に
作用する応力

R：抵抗力

S：滑動力

すべり安全率（R/S）を算出

0

θ

R

δ=R・θ

α

想定すべり面

抵抗モーメント

滑動モーメント

0

θ

R

δ=R・θ

α

想定すべり面

抵抗モーメント

滑動モーメント

変位量算出

① ①

② ③

⑤④

詳細に検討する想定すべり面
を絞り込む

・評価箇所の抽出
・岩盤等級の判定
・物性値の設定

７



３－１． 岩の物性値の与え方について説明すること

（回答）

①岩盤等級の判定を行う

風化の度合、岩盤の硬さ、割れ目の間隔、割れ目の状態をもとに区分する

※ 岩盤は表層から次第に風化の程度が進んでくるが、明確な境界があるわけではなく、
評価の便宜上、岩盤等級として区分している。

②物性値を設定する

岩盤等級毎にせん断強度等を地盤工学会が定める試験方法により物性値

を設定している

例）輝緑岩の強度特性

（平均値）

０．２６

０．５７

１．７８

１．８７

残留強度

（N/mm2）

ピーク強度

（N/mm2）

０．２６

０．６２

１．８８

２．９９

σｎ＝0.6N/mm2の時

（深度約20ｍの状態）

０．０７＋σn×tan17.4°

０．８σn
０．６５

２．２σn
０．４１

２．６σn
０．６５

残留強度

（N/mm2）

０．０７＋σｎ×tan １７．４°

０．２０＋σｎ×tan ３５．１°

１．４＋σｎ×tan ３８．９°

２．１＋σｎ×tan５６．１°

ピーク強度

（N/mm2）

CH級

D級

CL級

CM級

岩盤等級

σn（N/mm2） ： すべり面に対して垂直に作用する応力

８



岩盤等級の判定

新鮮 風化風化の度合

硬質 軟質岩盤の硬さ

CL級

少ない 多い

A級 B級 CH級 CM級

岩盤の割れ目

D級
岩盤等級
（岩級区分）

■岩盤等級の概念

「地盤調査の方法と解説（地盤工学会）」より加筆引用

PS検層の装置構成

起振装置

受振器

＜地盤＞

弾性波が
地盤内を伝播

ボ
ー
リ
ン
グ
孔

0 2000 4000 6000

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

速度（m/sec）

CL級

CH級

CM級

PS検層結果（弾性波速度）と岩盤等級

ー：Vp（縦波速度）

ー：Vs（横波速度）

深
度
（
m
）

■弾性波速度分布における岩盤等級の境界の例

ボーリング孔を利用して、孔内
で弾性波の受発信を行ない、
岩盤を伝播する弾性波速度の
深さ方向分布を求める試験。

■ PS検層

深部方向に対して、明確な境界が
あるわけではないが、便宜上岩盤
等級を区分している。

D級

９



岩盤の強度の求め方

100tジャッキ

200tジャッキ
　（2or3連式）

ジャッキ

反力ブロック ジャッキ

せん断試験面

垂直荷重

せん断荷重

垂直荷重を載荷し保持した状態で、せん断
荷重を破壊に至るまで増加する。

岩盤

■せん断強度

破壊点

残留状態を示す点

ピーク強度

残留強度

せ
ん
断
応
力

τ

せん断変位 δh

せん断試験装置図

・岩盤にかかるせん断力がせん断抵抗力を超えると岩盤は破

壊に至る。このときに発揮される最大のせん断抵抗力をその

岩盤のピーク強度という。

・破壊点を過ぎるとせん断応力が低下し、せん断変位が増大

してもせん断応力がほぼ一定になる。図の残留状態を示す

点以降の、ほぼ一定となったせん断応力を残留強度という。

10



３－２． すべり面の設定の仕方について説明すること

評価の一例 ○円弧の中心（格子位置）および半径を多数変化させて検討する

原子炉補助建屋

（回答）

○多数の円弧に対して想定すべり面を設定

○発電所内施設の安全性を評価するため、発電所施設側の想定すべり面を
検討する

○最も厳しい安全率となる想定すべり面を抽出し、その面ですべりが発生するかどうかを詳細検討する。

岩盤の自重

地震力

想定すべり面

R：抵抗力 岩盤のせん断抵抗力

S：滑動力 自重と地震力により発生

想定すべり面

滑動力Ｓ

抵抗力Ｒ

原子炉
補助建屋

○この方法は、これまでの原子力発電所の斜面安定性評価や ダム等の評価で一般的に用いられてい

るものである。

11



３－３． 岩盤等級の境界面ですべり安全率が小さくなるのではないか

（回答）

○斜面は一体の岩盤であり、岩盤等級の境界面に弱部となる境界面が存在するというも
のではない。

○すべり安全率は、想定すべり面において、自重と地震力により求まる滑動力と、せん断
強度より求まる抵抗力とのバランスで決まり、必ずしも岩盤等級の境界面でのすべり安
全率が小さくなるわけではない。

原子炉補助建屋 

①CM級とCH級の岩盤等級の境界
面付近の想定すべり面

すべり安全率：10.6

②CH級内部の
想定すべり面

最小すべり安全率：5.5

岩級区分

例）１・２号機周辺斜面（B-B’断面）

滑動力

抵抗力

滑動力

抵抗力

原子炉
補助建屋

すべり面①は、すべり面②に比べて岩盤等級
が低く、抵抗力は小さいが、自重が小さく地震
力も小さくなる効果により安全率は大きくなった

岩盤等級

12



３－４． １・２号機周辺斜面のみ対策を行う理由を説明すること

切取り済み
の斜面

自然の地盤
が残る部分

切取り済み
の斜面

４号機 ３号機 ２号機 １号機

①’Ｂ’

②’

Ａ’

切取り（案）②－②’断面 切取り（案）①－①’断面

原子炉
補助建屋

原子炉
補助建屋

（回答）

○ １・２号機周辺斜面には風化等の影響により強度が小さな自然の地盤が存在し、その表層部に変位が生じる為、

念のため耐震裕度向上工事を行う。

○ 一方、３・４号機側周辺斜面には、建設時に既に表層部の自然の地盤は切取り済みであり、原子炉建屋側への

変位は生じない為、対策は不要である。

13



（３・４号機周辺斜面）

切取り済み斜面

４号機 ３号機

Ａ’

Ａ

３・４号機周辺斜面について（切取り済み）

原子炉建屋

３・４号機周辺斜面については、建設時に既に表層を切取済みである。

元地形

表層部

切取り済み

14

平面図

断面図



（回答）
①中圧ポンプの配備 （吐出圧：３ＭＰａ，流量：５０ｍ３/ｈ）
・蒸気発生器への代替注水機能強化のため、補助給水ラインへの消火水ライン接続や海水接続口の設置

により、水源の多重化、多様化を確保するとともに、既に配備した１ＭＰａ程度の消防ポンプに加えて、更に

吐出圧力の高い中圧ポンプ（電動）の配備や配管の一部恒設化を実施した。

・なお、中圧ポンプを使用した訓練および、マニュアルの制定を平成２４年５月末までに実施した。

４．安全性向上対策計画のうち、平成２４年４月以降に主に完了した工事は

なにか（大飯発電所３・４号機）

ディーゼル
消火ポンプ

空冷式非常用発電装置

加圧器
原子炉容器

２次系
純水タンク
（Ｃ）

２次系
純水タンク
（予備）

淡水
タンク

Ｍ

Ｍ

消防ポンプ

海水接続口

中圧ポンプ

タービン動
補助給水ポンプ

電動
補助給水ポンプ接続口

蒸気
（タービンへ）

給水

蒸気を
大気へ放出

（短管）

（ホース）

（ホース）

（ホース）

（ホース）

（ホース）

（ホース）

平成２４年４月
に配備済み

復水
ピット

海水

燃料

（ホース）

原子炉格納容器

15



○訓練概要

手順書に基づき、中圧ポンプ廻りの配管・フレキホースの接続

および免震架台の固定

○訓練日

平成２４年５月２４日（３号機）

２５日（４号機）

○訓練実績

・３号機 ４名 １００分 平日昼間模擬（暗闇模擬）

社員による訓練

・４号機 ４名 ８５分 休祭日模擬

初動対応要員による訓練

ホース繋ぎこみ前 ホース繋ぎこみ後

暗闇を模擬した訓練

（参考）中圧ポンプ繋ぎこみ訓練（参考）中圧ポンプ繋ぎこみ訓練 16



▽EL.10.0m

水密扉取替え状況（5月３１日現在）
※津波耐性確保完了（塗装準備中）

大飯3/4号機水密扉（外部扉）
取替え進捗状況
４枚/１３枚
（5月31日現在）

H24.9末完了予定

【水密扉】

（強度）
津波の波力を考慮しても健全※

（浸水）
ゴムパッキンによる浸水防止
防潮扉に比べ、止水性能に優れている。

※防潮扉及び水密扉は、
EL.15mの静水圧に耐える強度を有している。

扉のシール 配管貫通部シール

【扉等のシール施工】

防潮扉

シールゴム

○配管等の貫通部５７箇所に
ついてシール材注入実施

（H23.9完了）

○外壁にある扉８箇所に
防潮扉を設置

（H23.9完了）

○外壁にある扉５箇所に
シールゴム施工実施

（H23.4完了）

②浸水対策の強化（建屋扉の浸水防止対策）
17



・ケーブルつなぎ込み口の改造により少人数でも迅速な電源確保を可能にするとともに、
外部支援がない状態であっても電源確保と給水確保が独立して実施できるよう、
初動対応要員を現状の４４名から１０名増員した。（４月２７日）

３名

３名
↓
７→１４名
（７名追加）

給水確保
[必要数１１]

３名
給水確保
（3名）

６名

２名

１名

余裕

３名守衛３名守衛３名守衛３名守衛

３２名

２９名

１０名増員数１４名増員数1名増員数

５７名合計４７名合計３３名合計合計

５４名

８名
↓
４→６名
（２名追加）

１名

１名

５名

３名

２名

２２名

合計

電源確保
（燃料補給）

[必要数４]

瓦礫

当番（現場指揮）

消防

当番

運転員の支援

運転員

H24/4/27以降

１名当番（現場指揮）

H23/12/28以降震災後震災前

４４名合計３０名合計合計

８名電源確保

６名
（消防と兼務４名）

電源確保

１名瓦礫１名（消防と兼務）瓦礫

５名消防５名消防５名消防

２名当番１名当番２名当番

２名運転員の支援

２２名運転員２２名運転員２２名運転員

想定外事象に対応する
運転員の支援を期待

複数プラント同時作
業が実施できるよう
要員を増強

電源確保、瓦礫処理
に必要な体制を確保

外部支援がなくても電源
給水確保を独立して実施

③初動対応要員のさらなる増員（大飯発電所の例） 18



④空冷式非常用発電装置の分散配置に伴う接続方法の変更

＜建屋内＞ ＜屋外＞
中継・接続盤
（給電口１）

空冷式非常用発電装置

所内
非常用
高圧母線へ

しゃ断器

接続盤
（給電口２）

変更前

コネクタ
（接続状態）

空冷式非常用発電装置

コネクタ （未接続状態）

恒設ｹｰﾌﾞﾙ
(埋設など)

＜建屋内＞ ＜屋外＞
中継・接続盤
（給電口１）

空冷式非常用発電装置

所内
非常用
高圧母線へ

しゃ断器

接続盤

変更後

空冷式非常用発電装置

コネクタ
（接続状態）

搭載盤
（給電口２）

恒設ｹｰﾌﾞﾙ(埋設など）

19

コネクタ
（未接続状態）

操作箇所

操作箇所

・ ２台の空冷式非常用発電装置の落石等による共通要因故障を防止するため、接続盤機能を車載し分散配置する

・ 搭載盤を取付けたことで接続盤を経由せずに給電が可能であることから、分散配置のための場所選定が容易になる

・ 搭載盤が空冷式非常用発電装置の転倒評価に影響しないことを確認しており、空冷式非常用発電装置の地震に対

する耐性は従来と同等である



２人／ユニットの体制

・コネクタ頂部のネジ込みにより接続

・ネジ込み機構のため、重量のある金
属外装付き（10kg程度）
・接続に20分以上必要。

旧型（ネジ込み式）

・1人／ユニットの体制で操作可能
・加えて冗長性を確保

必要
人数

・難燃性ゴムに変更

・抜き挿し補助機構により小さな力で

操作可能。

・ゴム製のため軽量（２ｋｇ程度）

概要

改良型（押し込み式）

○空冷式非常用発電装置の搭載盤、中継・接続盤の接続コネクタの改良（作業効率化）

○空冷式非常用発電装置の構内配置図

取水口

守衛所 特高開閉所

タービン建屋 タービン建屋

１号機２号機３号機４号機

（構内道路）

空冷式非常用発電装置
（１号および２号機）（EL31ｍ）

メタクラ室（ケーブル恒設化）
(EL7.7m、11.3m)

タンクローリー保管場所(EL33m)

空冷式非常用発電装置
（４号機）（EL33ｍ）

津波の影響を受けない
高所に保管

メタクラ室（ケーブル恒設化）
(EL15.8m)

ホイールローダー配置
場所(EL33m)

接続コネクタ改良後の訓練実績：６回（平成24年3月末現在）

空冷式非常用発電装置
（３号機）（EL33ｍ）

④空冷式非常用発電装置 接続装置の分散配置に伴う運用変更（参考資料） 20



参考資料参考資料



□の中の数字が最大加速度値
発生時刻における各成分の加
速度値を示す

①地球のEW方向の最大加速度値発生時刻（２０．０秒）における加速度成分

（参考１－１） R（1）地震動の方向変換前後の加速度値について（参考１－１） R（1）地震動の方向変換前後の加速度値について
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②地球のNS方向の最大加速度値発生時刻（２１．７秒）における加速度成分

□の中の数字が最大加速度値
発生時刻における各成分の加
速度値を示す

（参考１－２） R（1）地震動の方向変換前後の加速度値について（参考１－２） R（1）地震動の方向変換前後の加速度値について
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１次冷却設備の鳥瞰図

（参考２－１） １次冷却設備の地震応答解析モデルの例（参考２－１） １次冷却設備の地震応答解析モデルの例

45,600

EL 33,100EL 33,600

EL 17,100

EL 26,000

EL -500

EL 82,700

95,000

EL 6,000

EL 10,000

EL 3,500

原子炉格納容器

原子炉周辺建屋

原子炉周辺建屋 内部
コンクリート

蒸気発生器

CV10 CV09

CV08

CV07

CV06

CV05

CV04
CV03

IC47

IC46

IC45

IC43
IC42
IC41

IC17

IC16

IC15

IC13
IC12
IC11

BS37

IC14

SG09
SG08
SG07
SG06
SG05

SG04 CV02
CV01

SG03

SG01

SG02

BS35

EB27

EB28

EB33 EB31

EB32

EB30

EB29

45,600

EL 33,100EL 33,600

EL 17,100

EL 26,000

EL -500

EL 82,700

95,000

EL 6,000

EL 10,000

EL 3,500

原子炉格納容器

原子炉周辺建屋

原子炉周辺建屋 内部
コンクリート

蒸気発生器

CV10 CV09

CV08

CV07

CV06

CV05

CV04
CV03

IC47

IC46

IC45

IC43
IC42
IC41

IC17

IC16

IC15

IC13IC13
IC12IC12
IC11IC11

BS37BS37

IC14IC14

SG09
SG08
SG07
SG06
SG05

SG04 CV02CV02
CV01CV01

SG03

SG01SG01

SG02

BS35

EB27

EB28

EB33 EB31

EB32EB32

EB30

EB29

原子炉建屋の断面図 原子炉建屋のモデル

１次冷却設備のモデル

基準地震動を入力

１次冷却設備の地震応
答解析モデル

注：１ループのみ

を表示

※ 原子炉容器については、支持条件が固

定と見なせるため、建屋への影響につい

ては、重量のみをモデルに考慮している。

３



余熱除去ポンプの解析モデル

（参考２－２） 配管系、ポンプの地震応答解析モデルの例（参考２－２） 配管系、ポンプの地震応答解析モデルの例

多質点系はりモデル

１質点系はりモデル

建屋応答地震動を各サポート点から配管系に入力

建屋応答地震動を入力

質点

はり

イメージ図 ※

弁

配管

サポート

余熱除去配管の解析モデル

各種サポート

質点

節点

記号の説明

※ 左図は、下記解析モデルに対応

したものではなく、配管系の構造

を示すためのイメージ図です。
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○ 大飯３、４号機の基準地震動Ｓｓ-1に対する制御棒挿入時間については、詳細解析結果より１．８８秒と求まり、
地震による遅れ時間は １．８８秒－１．６５秒（通常時挿入時間）＝０．２３秒 となる。

○ 地震による遅れ時間０．２３秒は、評価基準値２．２秒に対する許容遅れ時間０．５５秒に対して、十分な耐震

裕度２．３９を有している。

耐震裕度 ＝ ＝ ＝ ＝ ２．３９

○ 一方、地震による遅れ時間は、地震動の増加に対し線形的に増加する傾向があるとの知見踏まえると、ＦＯ－Ａ

～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層の連動を仮定した地震動が基準地震動Ｓｓ-1を部分的に超えていても、評価基準値
２．２秒以内に制御棒は挿入できるものと考える。

許容遅れ時間

Ｓｓ-1に対する遅れ時間
２．２秒－１．６５秒

１．８８秒－１．６５秒

０．５５秒

０．２３秒

（参考３） ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層の連動を考慮した地震動に

対する制御棒挿入性について

（参考３） ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層の連動を考慮した地震動に

対する制御棒挿入性について

許容遅れ時間
（０．５５秒）

挿
入
時
間

（秒
）

Ｓｓ-1地震動時

評価基準値（２．２秒）

遅れ時間
（０．２３秒）

評価基準
０

通常運転時の
挿入時間
（１．６５秒）

耐震裕度
２．３９

通常運転時

（出典）平成1 7 年度原子力施設等の耐震性評価技術に
関する試験及び調査機器耐力その２（ P W R 制御
棒挿入性）に係る報告書（原子力安全基盤機構）

実機プラント条件に対する詳細解析（時刻歴解析）により、
5.0S2（2365gal 相当）まで、ほぼ比例で挿入時間が増加
することが確認された。 ⇒簡易評価による比例計算が可能

実機条件 各地震条件における時間遅れ

実機プラント条件を模擬した挿入時間解析結果

５



1.4

1.0

5.2

3.4
参考（Ｓｓ時）通常時※

－

1.0

5.7

3.9

寄与比

Ｆｖ（地震外力による抗力）

Ｆｕ（浮力による抗力）

Ｆｍ（メカニカル抗力）

Ｆｆ（流体による抗力）

抗力の種類

（参考４） 通常運転時における抗力と挿入距離の関係について（参考４） 通常運転時における抗力と挿入距離の関係について

図 抗力と挿入距離、速度と挿入距離との関係

0

1000

2000

3000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

距離(㎜)

抗
力
(N
)

流体による抗力（通常)

メカニカル抗力（通常)

浮力（通常)

0

1000

2000

3000

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

距離(㎜)

抗
力
(N
)

合計抗力（通常)

自重

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

距離(㎜)

速
度
(m
/
s)

速度（通常)

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

挿入距離（ｍｍ）

5.0

速
度
（m/s

）

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

0

3000

1000

2000
抗
力
（
Ｎ
）

速度

合計抗力

自重

少しでも挿入さ
れると未臨界
になる。

流体による抗力(Ff)
メカニカル抗力(Fm)
浮力による抗力(Fu)

0

3000

1000

2000
抗
力
（
Ｎ
）

８５％
挿入位置

{ }umf FFFgM
dt

xdM ++−⋅=⋅ 2

2

M ： 制御棒クラスタ質量
x ： 制御棒クラスタ挿入距離
t ： 制御棒クラスタ挿入時間
g  ： 重力加速度
Ff ： 流体による抗力
Fm ： メカニカル抗力
Fu ： 浮力による抗力

運動方程式

・各抗力は実機制御棒挿入実験に基づき設定。

・ また、この運動方程式を用いた評価手法は、

多度津工学試験所の実証試験で検証されて

いる。

○ 通常運転時の挿入時間（1.65秒）に対する各抗力と挿入距離
との関係を上図に示す。各抗力の寄与比は以下のとおり。

○ 通常運転時について、下記運動方程式の抗力 Ｆｆ ，Ｆｍ ，
Ｆｕ の寄与について検討する。

○ 中図及び下図のとおり、自重と合計抗力とのバランスで制御

棒の落下速度が決まり、初期は自重が優位で速度が上昇し、
重力と合計抗力がつりあうと等速度となる。 ８５％挿入位置
付近で、制御棒案内シンブルの絞り部の効果で減速し、その
後全挿入となる。

自重が優位
→ 加速

力がほぼつり合う
→ 等速

FA制御棒案内
シンブルの絞り
→ 減速

※上図にて８５％挿入位置までの各抗力の積分値を求め、Fuを1.0としたときの比率

注）寄与比と遅れ時間との関係
・ 地震によりFvが加わると、制御棒の落下速度が減少するため、速度に依存する

FfやFmは抗力がその分減少するが、挿入時間が延長するため、Ff、Fm、Fuが
作用する時間も増加する。

・ Ff、Fm、Fuが作用する時間の増加により、各抗力の寄与比も地震で変化する。
・ 以上のとおり、地震と地震以外の寄与比と通常時の抗力による遅れ時間と地震

による遅れ時間の比を単純に比較できない。

６



（参考５－１） 制御棒挿入性解析における抗力の設定方法（参考５－１） 制御棒挿入性解析における抗力の設定方法

制御棒挿入時間解析

制御棒駆動装置
（CRDM） 変位･加速度

制御棒クラスタ案内管
（GT） 変位・加速度

燃料集合体（FA）制御
棒案内シンブル変位・
加速度

地震抗力 Ｆｖａ

地震抗力 Ｆｖｂ

地震抗力 Ｆｖｃ

制御棒クラスタ
の自重 M・ｇ

{ }Vumf FFFFgM
dt

xdM +++−⋅=⋅ 2

2

M ： 制御棒クラスタ質量
x ： 制御棒クラスタ挿入距離
t ： 制御棒クラスタ挿入時間
g  ： 重力加速度
Ff ： 流体による抗力
Fm ： メカニカル抗力
Fu ： 浮力
Fv ： 地震外力による抗力（＝Fva + Fvb + Fvc)

運動方程式

ﾒｶﾆｶﾙ抗力Fm

地震以外による抗力

浮力による抗力 Fu

流体抗力 Ff

地震外力による抗力

制御棒

クラスタ
・GTを除く各部で作用する

流体摩擦による抗力（※１）
・制御棒の形状に基づく流体抵抗力（※１）

・制御棒の体積に応じて生じる抗力
（※１）

・各部での接触による抗力（※２）
・ＧＴ内での流体摩擦による抗力
（※１ 計算処理上Fmに分類）
・GT最下部における

流体押し付け力（※２）

参考５－２

■接触抗力
■流体摩擦抗力
■流体抵抗力

■接触抗力
■流体摩擦抗力
■流体抵抗力
■流体押し付け力

■接触抗力
■流体摩擦抗力

・ 各抗力は実機制御棒挿入実験に基づき設定。

・ また、この運動方程式を用いた評価手法は、

多度津工学試験所の実証試験で検証されて

おり、美浜１号機の耐震バックチェックで適用し、

国の審査においても審査済み。

※１ 理論的に算定
※２ 実験データから設定

（※１）
（※２）

（※２）

（※２）

７



地震外力による抗力＝変位抗力 ＋ 加速度抗力

変位抗力 ・・・ 挿入経路の曲がりにより制御棒と干渉する効果によ

るもの
加速度抗力 ・・・ 挿入経路が振動することにより制御棒が挿入経路に

押し付けられる効果によるもの

①挿入実験によるデータ取得

各挿入経路の固有振動数での正弦波加振条件で、制御棒
落下試験により、落下時間および落下特性を取得

② 「変位抗力」の設定
・ 挿入経路の各機器に静的に強制変位を与えた状態で制御棒を

挿入し、抗力を測定すること（挿入抗力試験）により、変位－抗
力の関係データを取得

・ 試験結果を再現できることを確認した解析により、実機条件（温
度等）での変位抗力と変位との関係を設定

変位抗力測定実験イメージ

③ 「加速度抗力」の設定
変位抗力と組み合わせ、正弦波加振試験における制御棒挿入
時間（①で取得したデータ）を再現するような加速度抗力を設定。

（変位抗力は最大値一定ではなく、正弦波振動における時間変
化を考慮）

（参考５－２） 地震外力による抗力の設定手順（参考５－２） 地震外力による抗力の設定手順

地震による抗力のイメージ

制御棒

挿入経路が曲がることによ
り制御棒と干渉する

挿入経路が振動することに
より、制御棒が挿入経路に
押し付けられる

強制変位
を付与

ロ
ー
ド
セ
ル

［設定手順］

８



せん断強度

（N/mm2)
内部摩擦角
（度）

残留強度

（N/mm2)

せん断強度

（N/mm2)
内部摩擦角
（度）

残留強度

（N/mm2)

CH級 2.1 56.1 2.6σn
0.65 1.1 56.1 2.2σn

0.65

CM級 1.4 38.9 2.2σn
0.41 0.88 38.9 1.9σn

0.41

CL級 0.20 35.1 0.8σn
0.65 0.13 35.1 0.6σn

0.65

D級 0.07 17.4 0.07+σn・tan17.4° 0.05 17.4 0.04+σn・tan17.4°

CH級 2.1 56.1 2.6σn
0.65 1.1 56.1 2.2σn

0.65

CM級 1.4 38.9 2.2σn
0.41 0.88 38.9 1.9σn

0.41

CL級 0.20 35.1 0.8σn
0.65 0.13 35.1 0.6σn

0.65

D級 0.07 17.4 0.07+σn・tan17.4° 0.05 17.4 0.04+σn・tan17.4°

CH級 2.1 60.3 2.2σn
0.62 1.2 60.3 2.0σn

0.62

CM級 1.6 50.3 2.2σn
0.58 0.78 50.3 1.9σn

0.58

CL級 0.20 35.1 0.8σn
0.65 0.13 35.1 0.6σn

0.65

D級 0.07 17.4 0.07+σn・tan17.4° 0.05 17.4 0.04+σn・tan17.4°

CH級 2.1 60.3 2.2σn
0.62 1.2 60.3 2.0σn

0.62

CM級 1.6 50.3 2.2σn
0.58 0.78 50.3 1.9σn

0.58

CL級 0.20 35.1 0.8σn
0.65 0.13 35.1 0.6σn

0.65

D級 0.06 18.3 0.06+σn・tan18.3° 0.05 18.3 0.04+σn・tan18.3°

0.02 26.7 σn・tan26.7° 0.01 26.7 σn・tan26.7°

0.03 25.0 σn・tan25.0° 0.02 25.0 σn・tan25.0°

0.09 18.2 σn・tan18.2° 0.08 18.2 σn・tan18.2°

0.08 19.5 σn・tan19.5° 0.06 19.5 σn・tan19.5°

σn（N/mm
2）：すべり面に対する直応力

強度特性（平均値） 強度特性（地盤のばらつきを考慮）

盛土および埋め戻し土

破砕帯

細粒石英
閃緑岩

頁岩

崖錐堆積物，
新期扇状地堆積物
および沖積層

段丘堆積物

輝緑岩

班れい岩

岩盤の物性値（強度特性）岩盤の物性値（強度特性）
９

σn（N/mm２） ： すべり面に対して垂直に作用する応力



すべり安全率算定

すべり面の直応力
σnが圧縮か?

残留強度を使用 強度ゼロピーク強度を使用

非破壊の要素

引張応力が発生した要素
（せん断強度に達した要素も含む）

YES

NO

地震時の応力
（常時応力＋地震時増分応力）

すべり面上の要素の
破壊判定

せん断強度に
達した要素

ステップ数繰り返す

・要素の応力状態に応じて、ピーク強度、残留強度、強度ゼロを使い分けている。

安全率算定フロー安全率算定フロー

5月14日地震・津波に関する意見聴取会資料より
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検討断面位置図検討断面位置図
11

４号機 ３号機

①’
Ｂ

②’

Ａ

Ａ ①
Ｂ

２号機 １号機

②



（ ）内は発生時刻

：すべり安全率の
最小値

：想定すべり面

SS-1 SS-2 SS-3

D級岩盤内のすべり

CM級岩盤内のすべり

CH級岩盤内のすべり

すべり面
番号

11.0 9.91

 最小すべり安全率
すべり面形状

（20.39秒） （11.21秒）

3 5.5 7.0

8.7

10.6

7.9

18.3 15.62

（36.15秒）

（16.14秒） （20.38秒） （11.35秒）

（16.14秒） （20.38秒） （11.35秒）

原子炉
補助建屋

原子炉
補助建屋

原子炉
補助建屋

■1･2号機周辺斜面(B-B’断面)

すべり安全率はいずれも評価基準値1.2を上回ることから、すべりに対して十分な安定性を有している

評価結果すべり安全率一覧表(1)評価結果すべり安全率一覧表(1)
12



SS-1 SS-2 SS-3

CM級岩盤内のすべり

CH級岩盤内のすべり

CH級岩盤内のすべり

（32.19秒） （20.37秒） （11.03秒）

（16.13秒） （20.37秒） （10.85秒）

3 3.9 6.0

4.7

6.5

6.8

15.0 14.02

（16.14秒）

すべり面
番号

7.9 6.31

 最小すべり安全率
すべり面形状

（20.39秒） （11.34秒）
原子炉

補助 
建屋 

原子炉

補助 
建屋 

原子炉

補助 
建屋 

■1･2号機周辺斜面(①－①’断面)

（ ）内は発生時刻

：すべり安全率の
最小値

：想定すべり面

すべり安全率はいずれも評価基準値1.2を上回ることから、すべりに対して十分な安定性を有している

評価結果すべり安全率一覧表(2)評価結果すべり安全率一覧表(2)
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SS-1 SS-2 SS-3

CM級岩盤内のすべり

CH級岩盤内のすべり

CH級岩盤内のすべり

（20.38秒） （10.81秒）

（21.43秒） （20.39秒） （10.82秒）

すべり面
番号

7.2 5.41

 最小すべり安全率
すべり面形状

（8.55秒） （20.39秒） （11.05秒）

3 3.7 5.0

2.5

3.4

6.5

6.4 4.82

（21.43秒）

原子炉 
補助 
建屋 

原子炉 
補助 
建屋 

原子炉 
補助 
建屋 

■ 1･2号機周辺斜面(②-②’断面)

（ ）内は発生時刻

：すべり安全率の
最小値

：想定すべり面

すべり安全率はいずれも評価基準値1.2を上回ることから、すべりに対して十分な安定性を有している

評価結果すべり安全率一覧表(3)評価結果すべり安全率一覧表(3)
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SS-1 SS-2 SS-3 SS-1 SS-2 SS-3

（16.47秒） （20.38秒） （10.85秒） （16.37秒） （20.99秒） （10.86秒）

CH級岩盤内のすべり CH級岩盤内のすべり

（16.48秒） （20.39秒） （11.06秒） （21.36秒） （20.34秒） （11.31秒）

CM級岩盤内のすべり CH級岩盤内のすべり

（16.48秒） （20.99秒） （10.87秒） （16.37秒） （20.99秒） （10.86秒）

CH級岩盤内のすべり CH級岩盤内のすべり

6 6.8 10.4 9.6

5 12.0 21.8 18.5

すべり面
番号 すべり面形状

 最小すべり安全率

4 7.2 19.2 18.4

3 12.5 17.6

4.0

11.2

18.7

15.7 14.72

すべり面
番号

6.1 5.61

 最小すべり安全率
すべり面形状

4号機 
原子炉建屋 

 

4号機 
原子炉建屋 

4号機 
原子炉建屋 

4号機 
原子炉建屋 

4号機 
原子炉建屋 

4号機 
原子炉建屋 

■ 3･4号機周辺斜面(A-A’断面)

すべり安全率はいずれも評価基準値1.2を上回ることから、
すべりに対して十分な安定性を有している （ ）内は発生時刻

：すべり安全率の最小値：想定すべり面

評価結果すべり安全率一覧表(4)評価結果すべり安全率一覧表(4)
15



JMM RD /)( −=θ&&角加速度

角速度

角変位

変位

( ) ttttttt Δ++= Δ+Δ+ θθθθ &&&&&&
2
1

θδ ⋅= R

( ) 22
6
1 tt ttttttt Δ++Δ+= Δ+Δ+ θθθθθ &&&&&

地震時応答解析の応力結果を用いて、表層部の滑動力が抵抗力を上回る時間と、その時の
角速度を求め、累計での滑動変位量を算出

MD＞ MR

抵抗モーメント

となった（角加速度＞0）時刻、すなわち滑動力が抵抗力を上回
る時刻から角速度0となる時刻まで変位計算

滑動モーメント

0

θ

R

δ=R・θ

α

想定すべり面

抵抗モーメント

滑動モーメント

慣性モーメント：

∑= 2
ii rmJ ・

mi：想定土塊の微小部分の質量
ri：想定土塊の微小部分の回転

軸からの距離

θ：回転角、 J：慣性モーメント
MD：滑動モーメント=FD×R、 MR：抵抗モーメント=FR×R
FD：地震応答解析から求まるすべり面上の滑動力合計（時刻歴）

FR：地震応答解析から求まるすべり面上の抵抗力合計（時刻歴）

R：すべり円弧の半径0

ri

mi

表層部の変位量の評価手法表層部の変位量の評価手法
16



①－①’断面：表層部の変位量0.090cm（滑動力が抵抗力を上回る時間0.03秒）
②－②’断面：表層部の変位量0.023cm（滑動力が抵抗力を上回る時間0.04秒）
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：滑動力が抵抗力を上回る時間
累積で0.03秒

○すべり安全率時刻歴

滑動変位量0.090cm

・SS-1反転無し
・地盤のせん断強度 平均値-σ

■①－①’断面

○滑動変位量
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：滑動力が抵抗力を上回る時間
累積で0.04秒

滑動変位量0.023cm

○すべり安全率時刻歴

○滑動変位量

■②－②’断面 ・SS-1反転無し
・地盤のせん断強度 平均値-σ

１・２号機周辺斜面表層部の検討結果１・２号機周辺斜面表層部の検討結果

（1号機側） （2号機側）

変位量は極めて小さく、滑動力が抵抗力を上回る時間も極めて短いことから、
表層部が滑落し、施設の安全機能に重大な影響を与えることは無いものと考えられる

念のため、安全率が１を下回った時刻以降はすべて残留強度として滑動変位量を算出した結果でも滑動力が抵抗力を上回る時間は小さい
①－①’断面：表層部の変位量0.11cm（滑動力が抵抗力を上回る時間0.05秒）
②－②’断面：表層部の変位量2.50cm（滑動力が抵抗力を上回る時間0.39秒）
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